
 

令和８年度岐阜県教育委員会主要施策の概要 

（令和７年度→令和８年度予算 単位：千円） 

 
１ 「豊かな人間性」の育成 

 

  

１ 多様な人とつながり、関わる力の向上と心の教育の充実 

・ ふるさと魅力体験事業費【義務教育課】 21,545→19,390 

義務教育段階の児童生徒が、本県が誇る自然・歴史・文化・産業等に関する施設や史跡

等で行う体験活動を通じて「ふるさと岐阜」の魅力を学ぶとともに、ふるさとの文化施

設における優れた文化芸術に触れる機会を創出 

 

・ 高等学校における演劇等ワークショップ事業費【高校教育課】 28,218→28,218 

生徒のコミュニケーション能力や自己表現力の向上を図り、自己肯定感・自己有用感を

育むため、県立高校において、プロの演出家や俳優等を講師として招へいし、演劇表現

等のワークショップ（文化的処方）を実施 

 

・ 道徳教育徹底指導事業費【義務教育課】 3,460→3,285 
児童生徒の豊かな心と望ましい道徳性の涵養を図るため、学校・家庭・地域社会が連携

し、地域ぐるみの道徳教育を充実 

 

・新 異学年集団による学び合い支援事業費【義務教育課】 0→15,370 

児童生徒の自己肯定感や自己有用感、コミュニケーション能力等の非認知能力、並びに、

知識・技能、思考・判断・表現力等の認知能力の伸長を目的として、義務教育段階にお

ける異学年集団による学び合いに計画的に取り組む市町村を支援 

 

 

２ 人権教育の推進 

・ 研修事業費（人権課題）【教育研修課】  

様々な人権課題について教職員の知識・理解を深めるため、人権教育に関する指導力

向上研修を実施 

 

・ 人権教育開発事業費【義務教育課】 1,691→1,691 

基本的人権の精神を高め、一人一人を大切にした教育及び学校における人権教育に関す

る指導方法の改善・充実を図るため、学校、家庭、地域社会が一体となった教育上の総

合的な取組を推進 

 

・ 人権教育対策活動費【義務教育課】 1,848→1,848 

「岐阜県人権教育基本方針」の周知徹底を図るとともに、今日的な人権課題について教

員の理解を深め、各学校における指導の充実を図るため研修を実施 

 

・ 人権教育推進事業費補助金【義務教育課】 1,631→1,631 

児童生徒の人権感覚の向上と地域ぐるみの人権教育を推進 

 

 

 



 

３ いじめの未然防止と不登校の早期対応の徹底 

・ いじめ未然防止・不登校等児童生徒支援事業費【学校安全課】 2,770→3,192 
児童生徒の自己肯定感等を高める学校づくりを通して、いじめ等を未然防止するため、

学識経験者等を公立学校等に派遣 

 

・ 自殺未然防止・不登校等児童生徒支援事業費【学校安全課】 1,554→1,554 

中学校、義務教育学校、高等学校において、スクールカウンセラーによる「ＳＯＳの

出し方に関する教育」を実施 

 

・ 県立高校内「ほっとプレイス」整備推進事業費【学校安全課】 73,093→73,032 

不登校の早期段階において、個別の学習支援や相談支援を受けられる学校内教育支援 

センター「ほっとプレイス」を県立高等学校に整備 

 

・ 学校内教育支援センター整備促進事業費補助金【学校安全課】 73,711→71,101 

不登校の早期段階において、個別の学習支援や相談支援を実施するために、学校内教

育支援センターを小中学校等に整備する市町村（教育に関する一部事務組合）を支援 

 

・ 教育支援センター設置事業費【学校安全課】 571→621 

高等学校段階の対象生徒等に対して、学校や家庭以外の居場所として、岐阜県総合教

育センター内に教育支援センターを整備し、将来の社会的自立に向けて支援 

 

・ 教育支援センター機能強化事業費【学校安全課】 3,014→3,367 

教育支援センターに不登校に対応した専門職を配置し、県立高校や市町村教育支援セ

ンターの巡回訪問等による情報交換や助言を行うなど教育支援センターの機能を強

化 

 

・ スクールカウンセラー設置費・事業推進費【学校安全課】 291,389→290,663 

すべての中学校区及び公立高等学校・特別支援学校にスクールカウンセラーを配置する

とともに、学校のカウンセリング機能の充実を図るため、スクールカウンセラー等の能

力強化を図る研修を実施 

 

・ スペシャリストサポート事業費【学校安全課】 8,912→8,686 

学校だけでは対応が困難な事案が発生した際に、専門的な知識・知見に基づく対応策等

の助言を得て適切な初期対応・早期解決を図るために、外部の専門家を派遣 

 

・ スクールソーシャルワーカー活用事業費【学校安全課】 17,549→17,405 

児童生徒が抱える貧困などの課題を把握し、関係機関との連携を支援するため、社会福

祉士等を公立小・中学校や高等学校・特別支援学校へ派遣 

 

・ 子供ＳＯＳ２４電話相談事業費【学校安全課】 6,649→6,649  

児童生徒や保護者の抱える悩みを受けとめる相談窓口として、夜間・土日・祝日も含め

た 24 時間体制で電話相談を実施 

 

・ 学校教育ネット安全・安心推進事業費【学校安全課】 2,987→3,195 

インターネットによるいじめや犯罪被害等から児童生徒を守るため、インターネット

上の児童生徒に関する問題のある書き込みや画像等について検索・監視を実施 

 

 



 

・ いじめ不登校対策事業（国加配定数崩し）【義務教育課】 
児童生徒数が急増し、問題が発生しやすくなる学年に非常勤講師を配置し、担任とのチ

ームティーチングにより、きめ細かく対応  

児童生徒支援非常勤講師 186 人→185 人 

 

・ 地域担当生徒指導充て指導主事【高校教育課】 定数 ７人→７人 
警察、各学校の生徒指導主事及び各種協議会と連携し、補導業務や不審者対策等地域の

広域的な生徒指導を担当 

 

・ 県立学校いじめ防止等対策組織運営費【学校安全課】 1,852→1,389 

すべての県立学校のいじめ防止等対策組織に弁護士と臨床心理士を配置し、専門家の立

場からの意見を参考に実効的ないじめ問題の解決を図る 

 

・ いじめ防止等総合対策費【学校安全課】 7,385→5,818 

いじめ防止のため、いじめ対策チーム等の組織を設置し運営するとともに、いじめ対策

として事例研究で学ぶいじめ事案の対応研修会を開催する 

 

・ いじめ・不登校対応教員の配置（国加配）【義務教育課】 定数 102 人→121 人 
いじめ、不登校が深刻化した生徒指導の困難校に配置（校内の指導体制の確立、教員の

指導・研修、他機関との連携、保護者の啓発等を担当） 

 

 

４ 「ふるさと岐阜」での活動を通して学ぶふるさと教育の推進 

・ 地域課題探究型学習推進事業費【高校教育課】 42,700→42,100 

教科横断的な視点に基づき、地域課題等を発見・解決するため、大学や産業界、地元企

業や自治体等と連携・協働し、地域や学校の特色を生かした探究的な学習活動を実施 

 

・ ＣＯＲＥハイスクール事業費【教育総務課】 10,120→9,100 

地元企業や自治体などと連携した実践的な学びを展開し、地域や学校の魅力を再発見・

発信することで、地域活性化につなげる探究的な学びを推進 

 

・ ふるさと魅力体験事業費【義務教育課】（再掲） 21,545→19,390 

義務教育段階の児童生徒が、本県が誇る自然・歴史・文化・産業等に関する施設や史跡

等で行う体験活動を通じて「ふるさと岐阜」の魅力を学ぶとともに、ふるさとの文化施

設における優れた文化芸術に触れる機会を創出 

 

・ 岐阜県ふるさと教育表彰事業費【義務教育課】 238→214 

学校における「ふるさと教育」の実践を広め、県内学校の「ふるさと教育」への機運を

一層高めるため、優れた取組を実践している学校を顕彰 

 

・ 研修事業費（ふるさと教育）【教育研修課】 

「ふるさと教育」に関わる地域連携や人材育成を推進するため、小・中・高等学校、

特別支援学校の新規採用教員に対し、県の施策や文化施設の魅力を学ぶ研修を実施 

  

 

 

 

 



 

５ 人格形成の基礎を培う幼児教育の充実 

・ 幼児教育総合推進事業費【義務教育課】 1,756→245 
岐阜県幼児教育アクションプランの策定、検証を進めるとともに、岐阜県幼児教育セン

ター設置に向けた検討委員会を開催し、岐阜県内の幼児教育の水準の維持向上を図る 

 

 

６ 家庭や地域と学校とが連携した子どもたちの育成 

・ 高等学校ＰＴＡ連合会事業費補助金【高校教育課】 874→874 

高等学校におけるＰＴＡ指導者の資質の向上と、会員の学習意欲を高め、家庭教育への

理解を図るため、高等学校ＰＴＡ連合会の事業費の一部を支援 

 

・ 県ＰＴＡ連合会事業費補助金【義務教育課】 1,209→1,209 

小・中学校におけるＰＴＡ指導者の資質の向上と、会員の学習意欲を高め、家庭教育へ

の理解を図るため、岐阜県ＰＴＡ連合会の事業費の一部を支援 

 

 



 

 

 
２ 「未来を創る確かな学力と実践力」の育成 

 

  

１ 未来を創る基礎となり、社会で活きる学力の育成 

・ 学力向上総合推進事業費【高校教育課】 5,040→5,540 
生徒に確かな学力を身に付けさせるため、興味・関心や優れた能力を伸ばすセミナーや

英語スピーチコンテスト等様々なコンテスト及び弁護士による講義を開催 

 

・ 学力向上・授業改善推進事業費【義務教育課】 7,291→6,683 

       次期学習指導要領の改訂を注視し、市町村・学校・教職員のニーズ、教育課題に応え得

る柔軟な事業メニューを展開 

児童生徒の関心や意欲を高め、個性を伸ばし、資質や能力を活用する力を育成するため

の日頃の成果を発表する場の提供 

 

 

２ ＩＣＴを利活用できる力の育成 

・ 公立小中学校等情報機器整備事業費【義務教育課】 3,209,737→2,099,997 

        国の基金を活用し、公立小中学校及び義務教育学校における１人１台端末（学習用情報

機器）の着実な更新を支援 

 

・ 学力向上・授業改善推進事業費【義務教育課】（再掲） 7,291→6,683 

   次期学習指導要領の改訂を注視し、市町村・学校・教職員のニーズ、教育課題に応え得

る柔軟な事業メニューを展開 

児童生徒の関心や意欲を高め、個性を伸ばし、資質や能力を活用する力を育成するため

の日頃の成果を発表する場の提供 

 

・ 教育用生成ＡＩを活用した授業支援事業費【高校教育課】 10,800→10,800 

県立高校において、教育用生成ＡＩを小論文、英作文等の指導の授業支援ツールとして

活用し、添削指導を効率化することで、生徒への指導機会を増やし、生徒の学びの充実

を図る 

 

・ デジタル人材育成推進事業費【高校教育課】 85,000→55,000 

高等学校段階におけるデジタル人材の育成を推進するため、高度なＩＣＴ機器の整備等

を行い、データサイエンスやデジタル技術を活用した探求学習の充実を図る 

  

・ 学力向上総合推進事業費【高校教育課】（再掲） 5,040→5,540 
生徒に確かな学力を身に付けさせるため、興味・関心や優れた能力を伸ばすセミナーや

英語スピーチコンテスト等様々なコンテスト及び弁護士による講義を開催 

    

・ ＩＣＴ教育基盤運営事業費【高校教育課】 51,922→51,557 

文系、理系、実習など授業展開に応じた配信環境の構築、オンライン会議室及び１人１

台端末への学習支援ソフト導入により、県立学校におけるＩＣＴを活用した学習環境を

整備 

 

 



 

・ 教育用パソコン整備費【教育財務課】 98,499→107,322 
教科「情報」の指導内容に対応した授業を実施するため、全県立普通科（文理探究科及

び地域探究科を含む）高等学校（40 校）のパソコン教室の教育用パソコン及び周辺機器

を整備 

 

・ 学習用タブレット維持管理費【教育財務課】 64,740→152,600 

（物価高騰分 69,731 含む） 
           高等学校学習用貸与タブレットの整備及び生徒が利用する上で故障や破損した際の修

繕を実施 

 

・ 県立学校情報ネットワーク機器更新費【教育財務課】 135,722→374,280 

学習者用タブレットや校務用パソコンなどを使用するため、無線アクセスポイントなど

校内ネットワーク機器を整備 

 

・ 学校間総合ネットデータセンター更新費【教育財務課】 129,280→1,739,202 

公立学校教職員及び児童生徒が使用する、学校間総合ネットの中核となるデータセンタ

ー機器及び各システムの再構築を実施 

 

・ 学校教育ネット安全・安心推進事業費【学校安全課】（再掲） 2,987→3,195 

インターネットによるいじめや犯罪被害等から児童生徒を守るため、インターネット

上の児童生徒に関する問題のある書き込みや画像等について検索・監視を実施 

 

・ 研修事業費（ＤＸ対応教員研修）【教育研修課】  

教職員のＩＣＴ活用指導力向上のため、大学教授等の有識者や民間先端技術者を招聘 

し、講義・実践形式の研修を実施 

 

 

３ 科学技術・情報技術やものづくりへの関心の醸成、起業家精神等の育成 

・ 学力向上総合推進事業費【高校教育課】（再掲） 5,040→5,540 
生徒に確かな学力を身に付けさせるため、興味・関心や優れた能力を伸ばすセミナーや

英語スピーチコンテスト等様々なコンテスト及び弁護士による講義を開催 

 

・ 学力向上・授業改善推進事業費【義務教育課】（再掲） 7,291→6,683 

児童生徒の関心や意欲を高め、個性を伸ばし、資質や能力を活用する力を育成するため

の日頃の成果を発表する場の提供 

 

・ 理科・数学教育設備充実費【高校教育課】 19,000→19,000 

学習指導要領に対応した理科教育に関する備品の整備及び老朽化した備品の更新を推

進し、理科教育を充実 

 

 

４ 国際理解教育の充実とグローバル社会で活躍できる力の育成 

・ 学力向上総合推進事業費【高校教育課】（再掲） 5,040→5,540 
生徒に確かな学力を身に付けさせるため、興味・関心や優れた能力を伸ばすセミナーや

英語スピーチコンテスト等様々なコンテスト及び弁護士による講義を開催 

 

 



 

・ 外国人児童生徒適応指導員配置事業費【義務教育課・高校教育課】  

                             92,827→96,840(29 人→29 人)    

外国人児童生徒の母国語が使用できる指導員を関係教育事務所及び県立学校に配置し、

日本語指導が必要な外国人児童生徒の学校生活への適応指導や日本語指導を実施 

         配置 教育事務所 ポルトガル語６人、タガログ語６人、中国語１人 

県立学校  ポルトガル語５人、タガログ語８人、中国語３人 

 

・ 研修事業費（国際理解教育講座）【教育研修課】 

児童生徒が広い視野で異文化を理解し、多文化共生社会が推進されるよう、教職員の

指導力を高める研修を実施 

 

・ グローバル化対応教員育成事業費【教育研修課】 6,138→5,308 

グローバル人材育成に対応するため、英語担当教員に対する実践的な研修を充実し、語

学力を向上させるとともに指導力を強化 

 

・ 外国語指導助手等設置費・活動費【教育研修課】 282,009→284,356（54 人→54 人） 

全ての県立高校において生徒の英語４技能を育成するため、外国語指導助手（ＡＬＴ）

の授業を週１回程度受講できるよう配置するとともに、学校における国際理解教育をサ

ポートするための国際交流員を総合教育センターに配置 

 

・ 農業高校生海外実習派遣事業費【高校教育課】 8,986→8,986 

県内の高等学校の農業に関する学科に在学する生徒の代表を海外に派遣し、海外の農業

の実情や実践的経営を学び、農業に関する体験的な学習を主体とした実習を実施する 

 

・ 海外交流支援事業費【高校教育課】 16,500→7,000 

県立高校における海外の姉妹校との交流を促進するとともに、高校生の海外留学費用の

支援（原則１年間）により海外留学を促進 

 

 

５ 主権者教育・消費者教育などの今日的な課題に対応した教育の推進 

・ 学力向上総合推進事業費【高校教育課】（再掲） 5,040→5,540 
生徒に確かな学力を身に付けさせるため、興味・関心や優れた能力を伸ばすセミナーや

英語スピーチコンテスト等様々なコンテスト及び弁護士による講義を開催 

 

 

６ 学びと将来とをつなぐ、地域と連携したキャリア教育の充実 

・ 高校生と中学生が共に学ぶキャリア支援事業費【高校教育課】 5,339→3,734 

        中学生段階から進路について考える機会を設けるとともに、高校生に社会で必要となる 

           表現力や発信力を育成し、学習成果を発表する機会を設ける等、発達段階に応じたキャ 

           リア教育の充実を図る 

 

・ 高校生インターンシップ推進事業費【高校教育課】 2,018→1,986 
すべての県立高校において、就業体験を通じて主体的な進路の選択能力を育成できるイ

ンターンシップの推進体制を構築 

 

 

 



 

・ 地域創生キャリアプランナー設置事業費【高校教育課】 47,959→49,232 

就職希望者が多く、かつ進路先が多様な普通科設置校を中心に、学びの視点で学校と関

係機関等をつなぐことのできる地域や企業に精通した外部人材を配置 

 

 

７ スペシャリストを育成する産業教育の充実 

・ 農業高校生海外実習派遣事業費【高校教育課】（再掲） 8,986→8,986 

県内の高等学校の農業に関する学科に在学する生徒の代表を海外に派遣し、海外の農業

の実情や実践的経営を学び、農業に関する体験的な学習を主体とした実習を実施する 

 

・ 学力向上総合推進事業費【高校教育課】（再掲） 5,040→5,540 
生徒に確かな学力を身に付けさせるため、興味・関心や優れた能力を伸ばすセミナーや

英語スピーチコンテスト等様々なコンテスト及び弁護士による講義を開催 

 

・ 産業教育振興設備整備費【高校教育課】 165,984→165,984 
産業教育の充実を図るため、実習装置・設備の整備や修繕等を計画的に実施 

 

 



 

 

 
３ 「健やかな体」の育成 

 

  

１ 体力づくりの推進 

・ 学校体育指導事業費【体育健康課】  2,049→1,326 

体育の授業や運動部活動を担当している教職員に対し、指導力の向上を図る研修会等を

実施 

 

・ 運動部指導者派遣・研修事業費【体育健康課】 8,999→9,015 
専門的技量を有する社会人指導者を高校の運動部活動に派遣するとともに、指導者養成

のための研修を実施 

 

 

２ 健康教育と食育の推進 

・ 健康教育支援事業費【体育健康課】 1,521→1,521 

        ＬＧＢＴの正しい理解や性に関する犯罪や暴力の防止、命の大切さ等について正しく理

解するため、専門医による講座を開催 

 

・ 学校保健総合支援事業費【体育健康課】 904→915 

小・中・高等学校におけるがん教育の充実を図るため、専門医等を活用したがん教育の

授業の実施及び研修会を開催 

 

・ ＧＩＦＵ食のマイスタープロジェクト事業費【体育健康課】 1,300→1,284 

生涯にわたって健全な心身を養うため、学校段階に応じた食に関する実践力を身に付け

る取組を実施 

 

・ 食育充実のための栄養教諭の配置【義務教育課・高校教育課】  

定数(小中)141 人→134 人 

                                       定数(特支) 21 人→21 人 
学校の食の安全面、安心面の管理が行き届くよう、食の衛生管理を充実 

・新 学校給食費負担軽減支援事業費補助金【体育健康課】 0→5,313,862 

公立の小学校等に通う児童の保護者の負担を軽減するため、食材費相当額を支援する市

町村等に対し、係る経費を補助                         

〔国基準額（完全給食の場合）〕                        

 小学校・義務教育学校前期課程    1 人当たり月 5.200 円           

 特別支援学校小学部          1 人当たり月 6,200 円 

 

 

３ 子どもの安全・安心を守る教育の充実 

・ 学校教育ネット安全・安心推進事業費【学校安全課】（再掲） 2,987→3,195 

インターネットによるいじめや犯罪被害等から児童生徒を守るため、インターネット

上の児童生徒に関する問題のある書き込みや画像等について検索・監視を実施 

 



 

・ 学校安全支援事業費【学校安全課】 1,717→1,691 

公立学校に防災や防犯、交通安全の各分野の専門家を派遣する等により、児童生徒の安

全教育の推進と職員の安全管理を充実 

 

・ 学校防災強靱化推進事業費【学校安全課】 528→687 

地区ごとに選出された県立学校防災担当教員が防災士の資格取得するほか、防災教育ス

ペシャリスト養成研修の開催など、学校防災の強靱化を推進 

 

・ 県立学校ＡＥＤ整備事業費【学校安全課】 6,042→4,230 
心肺停止時における救急救命の観点から、県立高等学校及び特別支援学校にＡＥＤを設

置 

 

・ 学校緊急連絡メール配信事業費【学校安全課】 2,891→2,891 

非常時に保護者等へ必要な情報を一斉配信するとともに、「心のアンケート」を実施す

るため、県立学校に緊急連絡用メールサービスを整備 

 

・ 学校安全総合支援事業費（国補）【学校安全課】 3,021→2,746 

地域全体での学校安全推進体制の構築を図るため、組織的な取組と外部専門家の活用を

進めるとともに、国公私立学校間の垣根を超えた連携を促進 

 

 



 

 

 
４ 「学びの多様なニーズに応える環境」の充実 

 

  

１ 将来を見据えた魅力ある学校づくりの推進 

・新 岐阜県高等学校等教育改革促進事業【教育総務課】  

     ３類型（アドバンスト・エッセンシャルワーカー等育成支援、理数系人材育成支援、

多様な学習ニーズに対応した教育機会の確保）に応じた、高等学校等教育改革を先導

するパイロットケースを創出するための取組みを実施 

 

・新 魅力ある県立学校づくり推進事業費【教育総務課】 0→1,885 

    外部有識者等からなる懇話会を設置し、今後の県立学校の将来像について広く意見聴

取を実施 

 

・新 多様な学び推進事業費【教育総務課】 0→900 

    夜間中学体験会を実施し、参加者の属性ごとのニーズを分析するとともに、本県にお

ける夜間中学設置方針を定めるための検討委員会を設置 

 

・ 学校運営協議会等設置費【教育総務課】 8,926→8,039 

全ての県立学校に学校運営協議会を設置し、学校運営に協議会委員の意見を反映させた

コミュニティ・スクールにすることで、地域に根差した学校づくりを推進 

 

・ 中高一貫教育推進事業費【教育総務課】 798→718 

中学校と高等学校、市町村教育委員会がより連携を強化し、地域に密着した活力ある

学校づくり・教育活動を推進 

 

・ コミュニティ・スクール推進体制構築事業費補助金【義務教育課】 1,602→1,000 

学校運営協議会の設置を進める市町村に対して、学校運営協議会の運営や、地域との連

絡・調整を行う人材の配置に係る経費を支援 

 

・ へき地教育振興会補助金【義務教育課】 500→500 

へき地教育水準の向上を図るため、環境改善や学校教育の振興を目的とした「へき地

教育振興会」の事業活動を支援 

 

・ 校舎等改修費【教育財務課】 4,143,787→5,148,768 

校舎や体育館の屋上防水・外壁等の改修工事や、教室の老朽化したエアコンの更新工

事等を計画的に実施 

 

 

２ 特別支援教育の推進 

・ スクールバス購入費【特別支援教育課】 216,121→162,782 

県立特別支援学校の児童生徒の通学に係る負担を軽減するため、スクールバスの乗車時

間が概ね 60 分以内となるようスクールバスを整備 

      令和８年度整備７台（更新５台）  

 



 

・ スクールバス運行委託費【特別支援教育課】 396,938→451,466 

                      （物価高騰分 68,696 含む） 

県立特別支援学校に通学する児童生徒の安全な通学手段の確保と適正な就学を推進

するため、業務委託によりスクールバスの運行を実施 

 

・ 特別支援教育ネットワーク強化事業費【特別支援教育課】 10,514→9,249 

特別支援教育コーディネーター同士で情報共有・意見交流する場を設けるなどして各

地域におけるセンター的機能の更なる充実を図る 

 

・ 県立特別支援学校校務支援システム運営費【特別支援教育課】 15,904→15,904 

県立特別支援学校における情報漏洩防止及び教員の業務負担軽減の観点から、クラウド

型の統一したシステムにより幼児児童生徒の成績等個人情報を含む校務全般のデータ

を管理 

 

・ 高等学校特別支援教育支援員配置事業費【特別支援教育課】  69,135→71,508 
発達障がいのある生徒や肢体不自由・病弱等の生徒の学校での学習・生活を個別支援す

るため、対象生徒が在籍する高校へ特別支援教育支援員を配置 

        発達障がい 26 校→ 29 校  肢体不自由、病弱等 ８校→ ８校 

 

・ 医療的ケア児校外学習活動充実事業費【特別支援教育課】  3,071→1,875 

特別支援学校に在籍する医療的なケアを必要とする児童生徒が、保護者が同伴しなくて

も安心して泊を伴う学習活動や校外学習等に参加できるよう医療的ケア実施体制を整備 

               非常勤看護師派遣校 14 校→ 13 校 

 

・ 特別支援教育医療的ケアサポート事業費【特別支援教育課】 1,839→2,098 
特別支援学校に在籍する医療的なケアが必要な児童生徒が、学校の授業を安全に受けら

れるよう医療的ケアの実施体制を整備 

 

・ 特別支援学校設置基準対策事業費【教育財務課】 201,468→320,182 

「特別支援学校設置基準」における校舎や運動場の基準面積に適合する学習環境を整備

するための設計や工事を実施 

 

・ 高校通級体制強化事業費【特別支援教育課】 2,806→2,515 

岐阜、西濃、美濃・可茂、東濃地域において、県立高校へ出向いて指導を行う「通級に

よる指導（巡回型）」を実施 

 

・ 聴覚障がい支援充実事業費【特別支援教育課】 3,933→3,290 

岐阜聾学校等に在籍する聴覚障がいのある児童生徒に対し、音声を文字情報に変換する

ソフトを活用した学習支援を行う。また、飛驒特別支援学校において、聴覚障がい支援

専任教員を中心に幼児教室を、東濃及び飛騨地域において、聴覚障がい教育に関する研

修会及び保護者向け相談会を開催 

 

・ 特別支援学校情報機器更改費【教育財務課】 7,164→31,627 

１人１台端末の維持管理を継続するとともに、教科の学習で活用するＰＣ等の更新を行

い、最適な学習環境を整備 

 

 

 



 

・ 特別支援教育ＩＣＴ活用充実事業費【特別支援教育課】 818→639 

       訪問教育の児童生徒の家庭や医療施設と学校とをオンラインでつなぐ通信環境を整備 

病気等により入院している高校生が病院のベッドサイド等で学校の授業に参加できる

よう環境を整備 

 

・ 特別支援学校就労支援総合推進事業費【特別支援教育課】 8,227→7,216 

特別支援学校高等部・高等特別支援学校の生徒に対する職業教育の充実及び就労支援の

強化を図るため、「働きたい！応援団ぎふ」の登録企業拡大や就業体験・企業内作業学

習・企業内実習を推進 

 

・ 就労支援コーディネーター事業費【特別支援教育課】 12,725→13,047 

実習・雇用の受け入れ企業の開拓及び就労情報を集約・発信するため、岐阜清流高等

特別支援学校、西濃高等特別支援学校、可茂特別支援学校に就労支援地域コーディネ

ーターを配置 

 

・ 特別支援学校インクルーシブ教育システム構築事業費【特別支援教育課】 4,538→4,538 

一人ひとりの多様な教育的ニーズに応じて、地域の学校や人々と共に学び合う交流及び

共同学習を推進 

 

・ 発達障がい支援担当教員養成事業費【特別支援教育課】 1,400→1,255 
幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校の教員が、発達障がいのある児童

生徒に対する支援について、一人一人の課題に合わせて学べる研修を実施 

 

・ 視覚障がい児童生徒支援充実事業費【特別支援教育課】 429→386 
岐阜盲学校の教員が、小学校、中学校、義務教育学校の視覚支援を必要とする児童生

徒に対し、通級による指導を実施 

 

 

３ 多文化共生社会を目指した外国人児童生徒等の教育の充実 

・ 研修事業費（外国人児童生徒への指導力向上講座）【教育研修課】 

日本語指導が必要な外国人児童生徒に対する支援を充実するため、教職員に対し研修

を実施 

 

・ 外国人児童生徒適応指導員配置事業費【義務教育課・高校教育課】 （再掲） 

                             92,827→96,840(29 人→29 人)  

             外国人児童生徒の母国語が使用できる指導員を関係教育事務所及び県立学校に配置し、 

       日本語指導が必要な外国人児童生徒の学校生活への適応指導や日本語指導を実施 

配置 教育事務所 ポルトガル語６人、タガログ語６人、中国語１人 

県立学校  ポルトガル語５人、タガログ語８人、中国語３人 

 

・ 外国人児童生徒日本語初期指導支援事業費【義務教育課】 4,250→4,250 

散在地域や集住市における小規模校の外国人児童生徒の受入れに対する支援として、

オンラインを活用した日本語初期指導を実施 

 

・ 研修事業費（国際理解教育講座）【教育研修課】（再掲） 

児童生徒が広い視野で異文化を理解し、多文化共生社会が推進されるよう、教職員の

指導力を高める研修を実施 

 



 

４ 誰一人取り残さない学びの機会の整備 

・  県立高校内「ほっとプレイス」整備推進事業費【学校安全課】（再掲） 73,093→73,032 

不登校の早期段階において、個別の学習支援や相談支援を受けられる学校内教育支援 

センター「ほっとプレイス」を県立高等学校に整備 

 

・  学校内教育支援センター整備促進事業費補助金【学校安全課】（再掲） 73,711→71,101 

不登校の早期段階において、個別の学習支援や相談支援を実施するために、学校内教

育支援センターを小中学校等に整備する市町村（教育に関する一部事務組合）を支援 

 

・ 教育支援センター設置事業費【学校安全課】（再掲） 571→621 

高等学校段階の対象生徒等に対して、学校や家庭以外の居場所として、岐阜県総合教

育センター内に教育支援センターを整備し、将来の社会的自立に向けて支援 

 

・ 教育支援センター機能強化事業費【学校安全課】（再掲） 3,014→3,367 

教育支援センターに不登校に対応した専門職を配置し、県立高校や市町村教育支援セ

ンターの巡回訪問等による情報交換や助言を行うなど教育支援センターの機能を強

化  

 

・ 県立高校遠隔授業推進等事業費【教育総務課】 20,000→12,000 

生徒の多様な学びの選択肢を確保するため、小規模校等を対象として単位認定を伴う

遠隔授業を実施 

 

・ へき地教育振興会補助金【義務教育課】（再掲） 500→500 

へき地教育水準の向上を図るため、環境改善や学校教育の振興を目的とした「へき 

地教育振興会」の事業活動を支援 

 

・ 岐阜県定時制通信制教育振興会補助金【高校教育課】 1,100→1,000 
高等学校定時制及び通信制教育の普及・振興を図るため、岐阜県定時制通信制教育振

興会で実施する事業を支援 

 

・ 定時制通信制教科書等給与費補助金【高校教育課】 700→700 
勤労青少年の高等学校定時制通信制課程への修学を円滑にし、教育の機会均等を確保す

るため、必要な教科書購入費を支援 

 

・ 定時制・通信制課程修学奨励費【教育財務課】 9,744→9,744 
勤労青少年の高等学校定時制通信制課程に在学する生徒に対し、修学奨励費を貸与（卒

業を条件に返還義務は免除） 

 

・ 県選奨生奨学金【教育財務課】 90,156→86,664 
学業成績が優秀でありながら、経済的理由により修学が困難な生徒に対して奨学金を

貸与 

 

・ 高等学校奨学金【教育財務課】 9,156→9,120 
勉学意欲がありながら、経済的理由により高等学校での修学が困難な生徒に対して、成 

績要件なしで奨学金を貸与 

 

 

 



 

・ 子育て支援奨学金【教育財務課】 10,158→8,868 
教育費の負担が大きくなる高校生の時期に、子どもが３人以上いる世帯の第３子以降の

生徒を対象に、成績要件や所得要件なしに奨学金を貸与 

 

・ 公立高等学校等就学支援金【教育財務課】 3,794,931→4,510,230 

日本人等の生徒を対象に、授業料相当額の就学支援金を支給(令和８年度から所得制限

なし） 

 

・ 高校生等奨学給付金【教育財務課】 386,786→742,791 

年収約 490 万円未満の世帯の生徒等に対して、授業料以外の教育費に充てるための奨学

給付金を支給（令和８年度から中所得層まで範囲拡充） 

 

・ 公立高等学校等学び直し支援金【教育財務課】 992→1,078 

中途退学後に再入学した生徒に対して、授業料相当額の就学支援金を支給（令和８年度

から所得制限なし､要件は公立高等学校等就学支援金に同じ） 

 

 

５ 地域と学校とが連携した望ましい部活動の推進 

 ・新 部活動地域展開・地域クラブ活動推進事業費補助金【体育健康課】 0→255,356 
中学校の部活動の地域展開・地域クラブ活動の推進や部活動指導員の配置に係る経費を

補助するとともに、子供たちの安全・安心な活動や質の高い指導を実施 

 

・ 地域クラブ指導者育成研修事業費【体育健康課】 2,181→2,181 

休日の中学校部活動の段階的な地域移行に向けて地域のスポーツ・文化芸術指導者の充

実を図るため、新たな指導者の養成研修会を開催 

 

・ 運動部指導者派遣・研修事業費【体育健康課】（再掲） 8,999→9,015 
専門的技量を有する社会人指導者を高校の運動部活動に派遣するとともに、指導者養成

のための研修を実施 

 

 

６ 優れた教職員の確保と資質・指導力の向上 

・ 暫定再任用教諭への担任手当の支給【義務教育課・高校教育課】 
教員不足や若手教員の増加に対応するため、即戦力であり、若手の手本となるベテラン 

教員の確保に向け、定年後、引き続き暫定再任用教諭として任用され、学級担任を受け 

持つ者に対して、手当を支給 

 

・ 教職員採用試験業務委託費【高校教育課】 14,586→2,500 

    採用試験の質的改善や受験者増加に向けて、採用試験業務の一部について外部委

託を実施 

 

・ 教職員採用試験費【高校教育課】 5,434→7,493 
人物重視の採用を行うために充実した面接試験を行うとともに、実践的指導力を推し量 

る実技試験等を実施 

 

 

 



 

・ 自ら学び続ける教職員研修支援事業【教育研修課】 1,500→1,500 
若手教職員や各校の研修主事を中心としたグループが、資質向上や教育上の課題解決を

図るため、自主的に行う研修活動を支援 

 

・ 研修事業費（服務規律遵守・倫理の保持）【教育研修課】 

新任管理職研修や新任主任研修、各種経年研修において、服務規律遵守や倫理の保持

に向けた研修を実施 

 

・ 教員確保推進事業費補助金【義務教育課】 11,319→20,651 

県内高校を卒業した者で、令和５年度以降に実施する採用試験において、小中学  

校の教員として採用され、本県で７年以上勤務予定の者に対して、大学時の奨学  

金の返還を採用後７年にわたって支援（総額最大 144 万円/人） 

 

・ 初任者研修（国加配）【義務教育課・高校教育課】  

各学校の新規採用教員に応じて、指導教員を配置 

定数 小学校４人 中学校２人 高等学校 56 人 特別支援学 54 人  

→ 小学校０人 中学校０人 高等学校 55 人 特別支援学校 65 人   

 

・ 初任者研修非常勤講師【義務教育課・高校教育課】  

各学校の新規採用教員に応じて指導教員を配置するとともに、初任者が校内外研修等を 

受講する際の後補充非常勤を設置 

非常勤講師 小学校 416 人 中学校 152 人 高等学校 61 人 特別支援学校 64 人  

       → 小学校 451 人 中学校 166 人 高等学校 49 人 特別支援学校 57 人  

 

・ 団塊シニア人材バンク【義務教育課・高校教育課】 
企業や行政等で長年活躍し退職した団塊の世代の方で、教員免許状を所有し、豊かな経

験を教育の場で生かす熱意のある方を登録するため人材バンクを設置 

 

・ 新規採用公立幼稚園指導員の設置【教育研修課】 10,442→8,589  

      新規採用公立幼稚園職員として、基礎的な知識の習得と専門職としての実践的指導力の

育成及び資質の向上を図るため、指導員を配置し、園内研修を充実 

 

 

７ 長時間勤務・多忙化解消など、教職員の働き方改革の推進 

・ 県立学校業務アシスタント設置費【高校教育課】 99,703→102,307 

会計事務やデータ入力等の効率化を図るため、業務アシスタントをすべての県立学校に

配置 

 

・ スクール・サポート・スタッフ配置事業費補助金【義務教育課・高校教育課】  

343,331→322,438 

小中学校及び市立特別支援学校の教職員の補助として、学習プリントの印刷業務等を行

うサポートスタッフの配置を支援 

 

・ 副校長・教頭マネジメント支援員配置事業費補助金【義務教育課】 53,110→50,123 

副校長・教頭が行うマネジメント等に係る業務を専門的にサポートする外部人材の配

置に対して支援する 

 

 



 

・ 県立学校等弁護士相談事業費【教育管理課】 807→723 

学校や教育委員会における様々な事案に迅速・適切に対応するため、事案に含まれる

法律上の論点やその整理等を弁護士に相談する体制を整備 

 

・ 県立高等学校校務支援システム運営費【高校教育課】 14,758→14,758 

県立高校における情報漏洩防止及び教員の業務負担軽減の観点から、センターサーバー

型の統一したシステムにより生徒の成績等個人情報を含む校務全般のデータを管理 

 

・ 公立高等学校入学者選抜ＷＥＢ出願システム運営費【高校教育課】 23,661→23,661 

県内で統一的に運用できる公立高等学校入学者選抜ＷＥＢ出願システムを運営し、オン

ラインでの非接触型出願を実現することで、生徒や保護者の出願作業及び学校事務の効

率化・簡素化を図る 

 

・ デジタル採点システム導入事業費【高校教育課】 6,785→7,594 

定期試験等の採点業務の効率化を図り教員の負担を軽減するため、答案を読み込みパソ

コンで採点・集計業務ができるシステムのソフトを、全ての県立高校に導入 

 

・ 研修事業費（校務ＤＸ）【教育研修課】 

教職員の校務負担軽減に効果的なシステムの利用を促進するため、研修を実施 

 

・ 小学校専科指導教員の配置（国加配）【義務教育課】   定数        133人→138人 

非常勤講師 1,276 人→1,371 人 

教員の持ちコマ数軽減による教育の質の向上を図るため、小学校中高学年において教科

担任として加配教員を配置 

 

・ 県立学校部活動指導員・部活動アシスタント設置費【高校教育課】 165,976→165,916 

県立学校の部活動の技術面での指導や顧問の補佐的業務を担う部活動アシスタントの

配置に加え、単独で部活動の指導や引率を行う部活動指導員を県立高校に配置 

 

・ 農場管理支援事業費【高校教育課】 17,279→17,270 

県立高校における農業科の教諭・実習助手が行っている学校農場での業務のうち、土日

祝日の管理業務を外部人材に委託することで、農業教員の時間外業務の縮減を図り、働

き方改革に寄与 

 

・ 県立特別支援学校校務支援システム運営費【特別支援教育課】（再掲） 15,904→15,904 

県立特別支援学校における情報漏洩防止及び教員の業務負担軽減の観点から、クラウド

型の統一したシステムにより生徒の成績等個人情報を含む校務全般のデータを管理 

 

・新 健康管理システム運営費【教育総務課】 0→14,062 

健康診断の受診推奨や職員の健康状態の把握等の実務を担う衛生管理者の負担を軽減

するため、教職員の健康情報を一元管理するシステムを導入 

 

 

８ ハラスメント対策など、教職員の働きやすい職場環境づくりの推進 

・ 研修事業費（働きやすい職場環境づくり）【教育研修課】 

管理職に対して、教職員の正確な勤務時間の管理をはじめとする労務管理や、働きが 

いのある良好な職場環境づくりを推進するための研修を実施 

 



 

・ こころの定期健康診断事業費【教育総務課】 6,334→4,534 

メンタル不調の早期発見とセルフケアの推進のため、Ｗｅｂを利用したストレスチェッ

クを実施するとともに、高ストレス者または過重労働者に対するセルフケアの啓発と医

師の面談を実施 

 
・ メンタルヘルス対策費【教育総務課】 3,859→2,921 

日々の健康管理に繋がるよう疲労ストレス測定機器の充実を図るとともに、精神科医師

による「心の健康相談室」を設置するほか、セルフケア・ラインケア充実のための研修

や啓発等を実施 

 

・ 教職員ハラスメント等防止対策審議会設置費【教育管理課】 2,884→2,688 

ハラスメントや過労死等の疑いのある事案を調査・審議する第三者機関を設けるととも

に、弁護士による外部相談窓口や臨床心理士による相談が受けられる体制を整備 

 


